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現
在
、
韓
国
の
物
流
は
い
わ
ゆ
る
「
自
家
物
流
」
が
中
心

で
あ
る
。
物
流
事
業
者
の
多
く
は
輸
送
や
保
管
な
ど
単
一
物

流
機
能
だ
け
を
提
供
し
、
し
か
も
経
営
規
模
の
小
さ
い
企
業
が

ほ
と
ん
ど
で
あ
る
。
こ
う
し
た
現
状
に
対
し
て
、
韓
国
政
府
は

物
流
市
場
を
拡
大
さ
せ
る
と
と
も
に
、
世
界
の
大
手
物
流
企

業
に
対
抗
で
き
る
総
合
物
流
企
業
を
早
急
に
育
成
す
る
必
要

が
あ
る
と
認
識
し
て
い
る
。

韓
国
政
府
は
、
荷
主
企
業
の
自
家
物
流
支
援
制
度
を
段
階

的
に
廃
止
（
注
１
）
し
て
、
物
流
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
化
を

進
め
る
こ
と
で
国
内
物
流
市
場
の
構
造
変
革
を
促
す
と
同
時

に
、
市
場
規
模
の
拡
大
を
図
ろ
う
と
し
て
い
る
。
本
稿
で
は
韓

国
の
物
流
産
業
の
現
状
と
、
韓
国
政
府
が
提
案
す
る
「
物
流

専
門
企
業
育
成
方
案
」（
注
２
）
の
中
身
と
そ
の
目
的
に
つ
い

て
の
解
説
を
試
み
た
い
。
た
だ
し
、
方
策
の
具
体
案
な
ど
に
つ

い
て
は
、
今
も
論
議
が
繰
り
広
げ
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
念
頭
に

置
い
て
ほ
し
い
。

韓
国
の
物
流
産
業
の
現
状

韓
国
の
物
流
産
業
を
需
要
サ
イ
ド
（
荷
主
企
業
）
と
供
給

サ
イ
ド
（
物
流
企
業
）
か
ら
見
て
み
よ
う
。
ま
ず
荷
主
企
業
の

物
流
だ
が
、
こ
れ
は
冒
頭
で
も
触
れ
た
よ
う
に
「
自
家
物
流
」

が
中
心
と
な
っ
て
い
る
。
大
韓
商
工
会
議
所
の
「
二
〇
〇
三

年
物
流
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
実
態
調
査
」
に
よ
る
と
、
荷
主
企

業
は
「
輸
配
送
」
以
外
の
物
流
業
務
の
ほ
と
ん
ど
を
自
社
で
カ

バ
ー
し
て
い
る
と
い
う
の
が
実
情
で
あ
る
（
図
１
）。

荷
主
企
業
の
物
流
費
は
売
上
高
の
一
〇
％
に
相
当
し
、
材

料
費
に
次
ぐ
コ
ス
ト
要
因
と
な
っ
て
い
る
（
二
〇
〇
三
年
）。
物

流
費
の
中
で
と
り
わ
け
割
合
が
高
い
の
は
輸
送
費
と
在
庫
管

理
費
で
、
そ
れ
ぞ
れ
全
体
の
四
六
・
五
％
と
四
一
・
三
％
を

占
め
て
い
る
。
近
年
、
韓
国
に
お
け
る
企
業
の
売
上
高
に
占
め

る
物
流
費
の
割
合
は
減
少
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、
日
本
や
米

国
に
比
べ
て
依
然
と
し
て
高
い
水
準
で
あ
る
こ
と
に
変
わ
り
は

な
い
（
図
２
）。

一
方
、
供
給
サ
イ
ド
で
あ
る
が
、
現
在
、
韓
国
で
は
輸
送
や

倉
庫
な
ど
機
能
別
に
物
流
企
業
が
存
在
し
て
い
る
。
こ
こ
数

年
、
物
流
各
社
の
収
益
は
新
規
参
入
な
ど
に
伴
う
企
業
数
の

急
増
を
背
景
に
悪
化
す
る
傾
向
に
あ
る
。
韓
国
の
物
流
企
業

は
中
小
零
細
規
模
が
圧
倒
的
に
多
く
、
交
通
開
発
研
究
院
の

報
告
に
よ
る
と
、
物
流
業
（
十
三
万
五
〇
〇
〇
社
）
の
う
ち
、

従
業
員
一
〇
〇
人
未
満
の
企
業
（
十
三
万
四
五
五
九
社
）
が

全
体
の
九
九
・
六
七
％
を
占
め
て
い
る
。
そ
し
て
、
そ
の
ほ
と

ん
ど
が
運
送
業
（
十
三
万
七
六
六
社
）
を
営
ん
で
い
る
。

韓
国
の
物
流
企
業
上
位
七
社
の
売
上
高
平
均
は
約
四
七
一

七
億
ウ
ォ
ン
（
約
五
〇
九
億
円
）
で
あ
る
。
グ
ロ
ー
バ
ル
物
流

企
業
（
陸
運
中
心
の
）
七
社
平
均
（
約
四
兆
六
三
七
八
億
ウ

ォ
ン
＝
約
五
〇
〇
五
億
円
）
の
一
〇
分
の
一
程
度
に
と
ど
ま

っ
て
い
る
（
表
１
）。
こ
の
こ
と
か
ら
も
韓
国
の
物
流
企
業
が

国
際
的
に
見
て
、
い
か
に
小
規
模
で
あ
る
か
を
窺
い
知
る
こ
と

が
で
き
る
だ
ろ
う
。

物
流
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
を
促
進

九
〇
年
代
以
降
、
韓
国
政
府
は
、
韓
国
を
東
北
ア
ジ
ア
物

流
の
中
心
地
と
す
る
た
め
、
物
流
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
に
重
点
を

置
き
、
港
湾
施
設
や
空
港
の
高
度
化
に
取
り
組
ん
で
き
た
。
さ

ら
に
最
近
で
は
、
韓
国
物
流
産
業
の
競
争
力
強
化
の
た
め
の

政
策
の
一
つ
と
し
て
、
従
来
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
に
加
え
て
、
新

た
に
グ
ロ
ー
バ
ル
物
流
企
業
と
競
争
で
き
る
総
合
物
流
企
業
の

育
成
を
掲
げ
て
い
る
。

そ
の
具
体
策
が
「
東
北
亜
物
流
中
心
実
現
の
た
め
の
物
流

専
門
企
業
育
成
方
案
」
で
あ
る
。
韓
国
の
「
東
北
亜
時
代
委

員
会
（
以
下
、
委
員
会
）」
が
盧
武
鉉
大
統
領
の
主
宰
で
開
か

れ
た
第
五
二
回
国
政
課
題
会
議
で
発
表
し
た
。

韓
国
政
府
は
、
諸
外
国
に
比
べ
韓
国
の
物
流
企
業
の
成
長

が
遅
れ
て
い
る
理
由
と
し
て
、
①
自
家
物
流
中
心
の
市
場
構
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造
で
あ
る
こ
と
、
②
中
小
零
細
規
模
の
物
流
企
業
が
多
く
、
競

争
力
が
低
い
こ
と
、
③
政
府
の
努
力
が
不
足
し
て
い
た
こ
と
―

―
の
三
点
を
挙
げ
て
い
る
。

こ
れ
を
受
け
て
、「
物
流
専
門
企
業
育
成
方
案
」
で
は
、
①

物
流
市
場
の
拡
大
、
②
総
合
物
流
企
業
の
育
成
、
③
物
流
企

業
の
大
型
化
誘
導
―
―
の
三
大
対
策
を
提
示
し
た
。
委
員
会
は
、

国
内
物
流
企
業
の
成
長
の
た
め
に
は
物
流
市
場
の
拡
大
が
不

可
欠
で
あ
る
と
し
て
、
物
流
の
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
化
、
つ
ま

り
３
Ｐ
Ｌ
促
進
政
策
を
強
化
す
べ
き
で
あ
る
と
強
調
し
て
い
る
。

韓
国
政
府
が
こ
の
方
策
を
通
じ
て
得
ら
れ
る
効
果
と
し
て
最

も
期
待
し
て
い
る
の
は
、
物
流
市
場
の
構
造
変
化
で
あ
る
。
こ

れ
ま
で
の
「
物
流
市
場
の
狭
小→
物
流
企
業
の
発
展
を
阻
害

→

自
社
物
流
を
選
択→

物
流
市
場
の
縮
小
」
と
い
う
悪
循
環

を
、「
物
流
市
場
の
拡
大→

物
流
専
門
企
業
の
発
展→

３
Ｐ
Ｌ

の
活
性
化→

物
流
市
場
の
拡
大
」
と
い
う
サ
イ
ク
ル
に
改
め
る

こ
と
を
目
指
し
て
い
る
（
図
３
）。

３
Ｐ
Ｌ
を
利
用
す
る
メ
リ
ッ
ト

委
員
会
で
は
荷
主
企
業
の
物
流
需
要
を
３
Ｐ
Ｌ
市
場
に
誘

引
す
る
た
め
の
税
制
支
援
策
を
提
案
し
た
。
そ
の
中
身
は
、
荷

主
企
業
が
総
合
物
流
企
業
に
物
流
業
務
を
委
託
す
る
場
合
、
荷

主
企
業
が
総
合
物
流
企
業
に
支
払
っ
た
物
流
費
の
二
％
を
法

人
税
か
ら
三
〜
五
年
間
に
わ
た
っ
て
控
除
す
る
と
い
う
も
の
で

あ
っ
た
。

し
か
し
こ
の
支
援
策
は
、
中
小
物
流
企
業
の
倒
産
を
懸
念

す
る
一
部
物
流
団
体
の
意
見
を
受
け
て
、
国
会
で
棄
却
さ
れ

て
し
ま
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
韓
国
貿
易
協
会
で
は
「
誘
引

策
が
な
け
れ
ば
、
荷
主
は
総
合
物
流
企
業
を
利
用
し
な
い
だ
ろ

う
」
と
支
援
措
置
の
必
要
性
を
主
張
し
て
い
る
。
こ
の
支
援
策

に
関
し
て
は
現
在
、
多
角
面
か
ら
の
議
論
が
続
い
て
い
る
。

「
総
合
物
流
業
認
証
制
」
の
創
設
も
提
案
さ
れ
た
。
こ
の
制

度
は
、
政
府
が
一
定
の
認
証
基
準
に
よ
る
評
価
で
総
合
物
流

企
業
を
認
定
し
て
支
援
す
る
も
の
で
、
認
証
を
受
け
た
物
流
企

業
は
二
〇
一
四
年
ま
で
当
初
三
年
間
の
法
人
税
を
一
〇
〇
％
、

そ
の
後
二
年
間
は
五
〇
％
減
免
さ
れ
る
と
い
う
内
容
で
あ
る
。

同
制
度
の
対
象
と
な
る
の
は
輸
送
な
ど
単
機
能
の
サ
ー
ビ
ス

で
は
な
く
、
総
合
的
な
物
流
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る
、
一
定

規
模
以
上
の
物
流
企
業
で
あ
る
。
た
だ
し
、
物
流
子
会
社
は

対
象
か
ら
除
外
さ
れ
る
。
こ
れ
は
、〝
自
家
物
流
支
援
廃
止
〞

と
も
関
係
が
あ
る
。
つ
ま
り
、
物
流
子
会
社
は
、
親
会
社
の
物

流
を
担
当
す
る
場
合
が
多
い
た
め
、
物
流
子
会
社
の
支
援
が

親
会
社
の
〝
自
家
物
流
〞
を
支
援
す
る
結
果
と
な
る
こ
と
を

避
け
る
た
め
だ
。

評
価
項
目
は
①
大
型
化
、
②
多
様
性
、
③
長
期
成
長
の
可

能
性
―
―
の
三
つ
で
構
成
さ
れ
る
。
評
価
項
目
ご
と
に
資
本
金
、

売
上
高
、
拠
点
数
、
３
Ｐ
Ｌ
業
務
の
割
合
、
情
報
化
投
資
率

な
ど
を
加
味
し
な
が
ら
最
終
的
に
判
断
が
下
さ
れ
る
。「
総
合

物
流
業
認
証
制
」
は
当
初
の
計
画
よ
り
も
半
年
遅
れ
て
二
〇

〇
六
年
一
月
に
施
行
さ
れ
る
予
定
に
な
っ
て
い
る
。

「
物
流
専
門
企
業
育
成
方
案
」
の
問
題
点

こ
う
し
て
韓
国
政
府
は
物
流
企
業
の
３
Ｐ
Ｌ
化
に
向
け
て

大
き
く
舵
を
切
っ
た
わ
け
だ
が
、
一
連
の
政
策
は
す
べ
て
の
物

流
企
業
に
歓
迎
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
例
え
ば
、
中
小

零
細
の
物
流
企
業
は
、
荷
主
企
業
へ
の
税
制
支
援
が
自
分
た

ち
に
と
っ
て
〝
圧
迫
カ
ー
ド
〞
に
な
っ
て
し
ま
う
こ
と
に
強
い

警
戒
感
を
示
し
て
い
る
。

二
％
減
税
の
恩
恵
を
受
け
る
た
め
だ
け
に
、
物
流
の
取
引

先
を
見
直
す
荷
主
企
業
が
増
え
る
と
は
考
え
に
く
い
。
取
引
先

の
変
更
は
情
報
シ
ス
テ
ム
の
刷
新
な
ど
新
た
な
コ
ス
ト
負
担
を

余
儀
な
く
さ
れ
る
可
能
性
も
あ
る
。
さ
ら
に
、
総
合
物
流
企
業

と
は
い
え
、
既
存
の
パ
ー
ト
ナ
ー
ほ
ど
自
社
の
物
流
競
争
力
の

確
保
に
寄
与
す
る
と
い
う
保
証
は
な
い
か
ら
だ
。

む
し
ろ
中
小
零
細
の
物
流
企
業
が
懸
念
し
て
い
る
の
は
、
荷

（
注
―

１
）

①
施
設
・
設
備
な
ど
施
設
投
資
額
に
対
す
る
法
人
税
減
免
の
除
外

②
流
通
・
物
流
合
理
化
資
金
支
援
の
廃
止

③
政
府
支
援
物
流
拠
点
・
施
設
の
賃
貸
の
抑
制

（
注
―

２
）

韓
国
政
府
の
「
物
流
専
門
企
業
育
成
方
案
」
に
お
け
る
、「
物
流

専
門
企
業
」
は
い
わ
ゆ
る
「
総
合
物
流
企
業
」
を
意
味
す
る
。
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主
企
業
が
取
引
先
の
変
更
を
ち
ら
つ
か
せ
る
こ
と
で
運
賃
の
値

下
げ
な
ど
を
要
求
し
て
く
る
と
い
う
事
態
で
あ
る
。
国
内
物
流

市
場
を
合
理
的
に
改
変
し
、
総
合
物
流
企
業
の
育
成
を
促
す

た
め
に
導
入
し
た
制
度
が
、
結
果
と
し
て
市
場
構
造
を
歪
曲
す

る
こ
と
に
も
な
り
か
ね
な
い
と
指
摘
し
て
い
る
。

陸
運
会
社
の
３
Ｐ
Ｌ
化
に
期
待

委
員
会
で
は
「
物
流
専
門
企
業
育
成
方
案
」
の
報
告
書
で

国
内
物
流
企
業
ト
ッ
プ
７
を
発
表
し
た
。
大
韓
通
運
、
韓
進
、

韓
傘
Ｃ
Ｎ
Ｓ
、
汎
韓
総
合
物
流
、
現
代
宅
配
、
韓
国
物
流
、
Ｃ

Ｊ
Ｇ
Ｌ
Ｓ
の
七
社
で
あ
る
（
表
２
）。
大
韓
航
空
、
韓
進
海
運
、

現
代
商
船
、
Ｓ
Ｋ
海
運
と
い
っ
た
航
空
・
海
運
分
野
で
活
躍

す
る
国
際
輸
送
会
社
は
含
ま
れ
な
か
っ
た
。
発
表
さ
れ
た
七
社

が
政
策
の
対
象
と
し
て
指
定
さ
れ
た
わ
け
で
は
な
い
が
、
こ
の

こ
と
か
ら
も
、
今
回
の
政
策
が
陸
運
サ
ー
ビ
ス
を
コ
ア
ビ
ジ
ネ

ス
に
し
て
い
る
物
流
企
業
を
対
象
に
し
て
い
る
こ
と
が
窺
え
る
。

「
物
流
専
門
企
業
育
成
方
案
」
と
は
別
に
、
韓
国
の
近
年
の
物

流
政
策
の
一
つ
に
「
国
家
物
流
体
系
改
善
対
策
」（
二
〇
〇
四

年
三
月
発
表
）
と
い
う
も
の
が
あ
る
。
こ
の
政
策
は
、
複
合
輸

送
業
者
や
中
小
零
細
の
輸
送
業
者
、
倉
庫
業
者
な
ど
を
含
む

物
流
産
業
全
般
の
発
展
に
よ
る
物
流
体
系
の
改
善
を
目
的
と

し
て
い
る
。

「
物
流
専
門
企
業
育
成
方
案
」
で
は
包
括
的
な
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
で
き
る
物
流
企
業
の
育
成
を
掲
げ
、
一
方
の
「
国
家
物
流

体
系
改
善
対
策
」
で
は
既
存
の
物
流
業
者
の
発
展
を
目
指
し
て

い
る
。
こ
の
二
つ
の
政
策
は
一
見
、
矛
盾
し
て
い
る
と
受
け
取

ら
れ
て
も
仕
方
が
な
い
。
そ
れ
で
も
韓
国
政
府
が
こ
の
二
つ
の

政
策
を
同
時
に
走
ら
せ
よ
う
と
し
て
い
る
の
に
は
理
由
が
あ
る
。

総
合
物
流
企
業
の
育
成
に
は
そ
れ
な
り
の
時
間
を
必
要
と

す
る
が
、
既
存
の
物
流
企
業
が
総
合
物
流
企
業
と
し
て
成
長

を
遂
げ
る
ま
で
の
間
に
、
海
外
の
有
力
物
流
企
業
に
よ
っ
て
有

望
な
韓
国
の
物
流
企
業
が
買
収
さ
れ
て
し
ま
う
可
能
性
も
否

定
で
き
な
い
。
そ
こ
で
「
物
流
専
門
企
業
育
成
方
案
」
を
通
じ

て
少
数
の
大
型
物
流
企
業
に
対
し
優
遇
措
置
を
講
じ
る
こ
と

と
並
行
し
て
、「
国
家
物
流
体
系
改
善
対
策
」
を
通
じ
て
中
小

零
細
規
模
の
物
流
企
業
の
底
上
げ
を
図
っ
て
お
く
こ
と
で
、
買

収
な
ど
の
リ
ス
ク
を
回
避
し
よ
う
と
い
う
わ
け
で
あ
る
。

市
場
規
模
は
約
十
兆
円
に

交
通
開
発
研
究
院
に
よ
る
と
、
韓
国
政
府
で
は
一
連
の
物

流
政
策
に
よ
っ
て
、
物
流
市
場
の
規
模
は
二
〇
一
〇
年
に
約

九
三
兆
ウ
ォ
ン
（
約
一
〇
兆
三
七
〇
億
円
）
ま
で
拡
大
す
る

と
試
算
し
て
い
る
。
ち
な
み
に
韓
国
の
物
流
市
場
規
模
は
二
〇

〇
四
年
の
段
階
で
五
九
兆
ウ
ォ
ン
だ
っ
た
。
な
お
３
Ｐ
Ｌ
市

場
の
規
模
は
、
二
〇
〇
四
年
の
三
四
兆
ウ
ォ
ン
か
ら
二
〇
一

〇
年
に
は
五
三
兆
ウ
ォ
ン
に
、
年
平
均
七
・
八
％
程
度
の
成

長
を
期
待
し
て
い
る
。

こ
の
目
標
を
達
成
す
る
に
は
３
Ｐ
Ｌ
へ
の
転
身
を
期
待
さ
れ

て
い
る
大
手
物
流
企
業
の
努
力
は
も
ち
ろ
ん
だ
が
、
中
小
零
細

の
物
流
企
業
や
荷
主
企
業
の
理
解
も
欠
か
せ
な
い
。
中
小
零

細
の
物
流
企
業
は
「
物
流
専
門
企
業
育
成
方
案
」
な
ど
の
物

流
政
策
を
〝
圧
迫
カ
ー
ド
〞
と
し
て
捉
え
る
の
で
は
な
く
、
市

場
の
活
性
化
に
よ
っ
て
パ
イ
が
膨
ら
み
、
そ
れ
に
よ
っ
て
業
務

拡
大
の
チ
ャ
ン
ス
が
生
ま
れ
る
こ
と
に
期
待
を
寄
せ
る
べ
き
で

あ
ろ
う
。

一
九
七
三
年
生
ま
れ
。
韓
国
の
仁
荷

大
学
国
際
通
商
学
部
卒
。
韓
国
投
資
信

託
で
投
資
相
談
役
と
し
て
勤
務
。
現
在

は
東
京
海
洋
大
学
大
学
院
博
士
後
期
課

程
に
在
籍
し
て
い
る
。
専
攻
は
ロ
ジ
ス

テ
ィ
ク
ス
。
主
な
研
究
は
「
一
九
九
〇

年
代
に
お
け
る
日
本
の
製
造
業
の
海
外

進
出
と
撤
退
に
関
す
る
基
礎
的
分
析
」、

「
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
の
視
点
か
ら
み
た
日

本
企
業
の
海
外
進
出
と
撤
退
の
要
因
」

な
ど
。

PROFILE


